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▶少⼦⾼齢化の進⾏・若者の減少

現状分析 01.少⼦⾼齢化

出⽣数 115万⼈（2002年）
→約77万⼈（2022年）

⾼齢者数 2327万⼈（2002年）
→3627万⼈（2022年）



平成元年 現在

10%

▶少⼦⾼齢化による、賃⾦総額に占める社会保険料の増加

現状分析 01.少⼦⾼齢化

20%



平成元年 現在

10%

▶少⼦⾼齢化による、賃⾦総額に占める社会保険料の増加

現状分析 01.少⼦⾼齢化

20%年⾦制度に対する不安



▶全証券会社におけるNISA⼝座数の推移・NISA買付額の推移

現状分析 02.投資による資産形成

NISA累計買付額 約28兆円増
（2014→2024）

NISA⼝座数 約1100万増
（2014→2024）

（出所：⽇本証券業協会「NISA及びジュニアNISA⼝座開設・利⽤状況」より作成）

増加
増加



▶若者の間で投資家になる⼈が増えていることが読み取れる

現状分析 02.投資による資産形成

（出所：野村アセットマネジメント 資産運⽤研究所『投資信託に関する意識調査2024』より引⽤）

ポイント１→若者の間で、投資による資産形成の
⼟台ができてきていることを⽰している



現状分析 03.⼤学⽣の投資状況と⾦融知識

疑問点：では、⼤学⽣の投資は進んでいるのか？

▶現状を調査するべく、⼤学⽣に対してアンケートを⾏った

アンケートのとり方 Googleforms

調査期間 7/20~7/27

対象 ⼤学⽣

回答数 74件



例：新規サービスを活⽤した場合

現状分析 03.⼤学⽣の投資状況と⾦融知識

▶ 現役の⼤学⽣の投資に対する意識調査（アンケート結果）

（出所：Googleformsによるアンケート結果
より作成



現状分析 03.⼤学⽣の投資状況と⾦融知識

（出所：⾦融広報中央委員会「⾦融リテラシー調査2022年」より引⽤）

▶ ⼤学⽣の⾦融知識の不⾜

年齢別、職業別の⾦融知識を問う正誤問題の正答率を⾒ると、
学⽣が含まれる階級の正答率が最も悪いことが分かる



現状分析 03.⼤学⽣の投資状況と⾦融知識

（出所：⾦融広報中央委員会「⾦融リテラシー調査2022年」より引⽤）

ポイント2→⼤学⽣の投資経験者を増やすには
 知識不⾜や資⾦不⾜の解消が必要



⾦融教育

現状分析 04.既存の⾦融教育プログラム

実践的投資

ポイント3→実践的投資を含んだ授業は⾏われていない
（教員確保や教材開発の問題もある）



⾦融教育

現状分析 04.既存の⾦融教育プログラム

実践的投資

ポイント3→実践的投資を含んだ授業は⾏われていない
（教員確保や教材開発の問題もある）
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提案の着想 01.⼤学⽣に投資を広めるために

投資に関する知識 投資の実践

学術的知識を持った投資経験者を増やしたい
→実践的投資を含めた⾦融教育プログラム



提案の着想 02.知識不⾜へのアプローチ

（出所：⾦融広報中央委員会「⾦融リテラシー調査2022年」より引⽤）

⾦融教育による⾦融リテラシー向上
→知識不⾜へのアプローチ



提案の着想 03.資⾦不⾜へのアプローチ

TAとして参加 学生

投資資⾦の提供

授業のTA(※)として働いた資⾦で投資を⾏う
→資⾦不⾜へのアプローチ

※TA（ティーチングアシスタント）：教員の補助をする役割



提案の着想 04.⼤学⽣のインセンティブ

受講することで単位の修得を認可
→学⽣が投資知識を得るインセンティブになる

単位

⼤学 学⽣



提案の着想 05．新しい⾦融教育プログラム

知識不⾜への
アプローチ

資⾦不⾜への
アプローチ

学⽣の
インセンティブ



提案の着想 05．新しい⾦融教育プログラム

知識不足への
アプローチ

資金不足への
アプローチ

学生の
インセンティブ

「学⽣投資ナビ」
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学⽣投資ナビ 01．学⽣投資ナビの概要

⾦融リテラシーの
向上

実践的投資スキル
の育成

投資基礎 投資実践



学⽣投資ナビ 02．投資基礎

講師

TA

受講⽣(20⼈程度)

セミナー型・選択科⽬

開講期間 半年・週1コマ
受講条件 2年⽣以上の全学部⽣
授業計画 第1回 ライフプランニング

第2回 グループワーク
第3回 ライフプランニング
第4回 グループワーク
第5回 タックスプランニング
第6回 グループワーク
第7回 リスクマネジメント
第8回 グループワーク
第9回 ⾦融資産運⽤設計
第10回 グループワーク
第11回 ⾦融資産・不動産運⽤設計
第12回 グループワーク
第13回 相続・事業承継設計
第14回 グループワーク
第15回 総括

イメージ カリキュラム



学⽣投資ナビ 03．投資実践

開講期間 半年・週2コマ
受講条件 「投資基礎」で優秀な成績を収めた者
授業計画 第2回 証券⼝座開設について

第4回 ⾦融市場
第6回 証券の種類
第8回 負債・債券
第10回 統計基礎
第12回 ポートフォリオ選択
第14回 CAPM
第16回 投資実践
第18回 運⽤評価
第20回 ファンダメンタル分析
第22回 裁定価格理論
第24回 投資実践
第26回 効率的市場仮説
第28回 派⽣証券
第30回 投資実践

「投資基礎」のTA（時給制）
仕事内容
・グループワークの監督
・出席確認、テスト採点
・学生の相談や連絡の受付
・その他授業のサポート

証券⼝座
投資資⾦

翌⽉
給料振込

講義パートインターンシップ



学⽣投資ナビ   04．学⽣投資ナビのポイント！

知識不⾜への
アプローチ

資⾦不⾜への
アプローチ 投資経験 学⽣の

インセンティブ
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学⽣投資ナビの導⼊に向けて 01．講師のノウハウ不⾜

▶学⽣投資ナビの導⼊で以上の問題にアプローチできる

知識不⾜への
アプローチ

資⾦不⾜への
アプローチ 投資経験

学⽣の
インセンティブ



学⽣投資ナビの導⼊に向けて 01．講師のノウハウ不⾜

▶学⽣投資ナビの導⼊で以上の問題にアプローチできる

知識不⾜への
アプローチ

資⾦不⾜への
アプローチ 投資経験

学⽣の
インセンティブ

ノウハウがある講師が
いない⼤学はどうするのか



学⽣投資ナビの導⼊に向けて 01．講師のノウハウ不⾜解消に向けて

疑問点：ノウハウがある講師がいない
⼤学はどうするのか？

既存の⾦融教育を
学⽣投資ナビのシステムで拡充する

→具体例としてJ-FLECとの連携



学⽣投資ナビの導⼊に向けて 0１.講師のノウハウ不⾜解消に向けて

①学習教材の無料提供
②全国の学校への講師派遣（出張授業）
③専⾨知識を持ったJ-FLEC公認講師による⼤学連携講座
→3年をめどに⼤学単体での授業開講をサポート

（出所：J-FLECのホームページより）



学⽣投資ナビの導⼊に向けて ０２．学⽣投資ナビの設定

講座数 ２０講座(※1)

開講数
各⼤学につき

「投資基礎」：３講座
「投資実践」：１講座

開講⼤学数 希望する⼤学から５校(※2)

受講⼈数 「投資基礎」：25⼈
   「投資実践」：12⼈(※3)

TAの報酬 時給1,163円(※4)

(※1)2024年度J-FLEC⼤学連携講座開講数より想定  (※2)多かった場合は抽選
(※3)「投資基礎」の成績上位4名が受ける権利を得られる   (※4)全国で最も⾼い東京の最低賃⾦を参考



学⽣投資ナビの導⼊に向けて ０２．受講⽣の投資資⾦・⼤学の負担額

投資資⾦＝⼤学の負担額

(※1)全国で最も⾼い東京の最低賃⾦を参考
(※2)⼤阪⼤学での1授業90分より

投資資⾦＝TAとしての報酬
          ＝1,163円(※1)×1.5h(※2)×15回

＝26,168円
・⽉に約7,000円
・各⼤学の負担額＝約26,000円×12⼈

    ＝約31万円



学⽣投資ナビの導⼊に向けて ０３．提案の評価と今後の展望

「学⽣投資ナビ」の評価

・J-FLECの⼈材確保
・TAの給与を⼤学が負担
（税⾦が関わるため重要）

⼩規模で始めて、徐々に規模を
⼤きくしていくのが望ましい

→制度に関する問題を解決しながら慎重に導⼊し、
「学⽣投資ナビ」に対する世間的な認知・賛同を
得られれば規模を拡⼤するのは可能なのではないか
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⽬的

提案

まとめ

⼤学⽣の早期投資意識を⾼め、投資経験者を増やす

投資実践を組み込んだ「学⽣投資ナビ」
・知識の獲得+投資実践の経験
・授業内インターンシップによる投資資⾦獲得
・外部機関連携による⾦融教育の拡充



まとめ

⾦融資産所得も必要と⾔われる昨今、
安定した成果の出せる⻑期投資を⾏うことは重要

学⽣投資ナビで
⻑期投資の重要性を理解し、

将来に向けた資産形成を⾏う若者が
増えることを期待する



まとめ

ご清聴ありがとうございました
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